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八
王
子
市
企
画
政
策
室
　
行
�

教育・学習（19名）

　生涯学習の推進、学校教育の充実、市民文化の振興

共　　　生（ 8名）

　コミュニティ活動の醸成、男女共同参画社会の確立、

　　互助（共助）社会の展開等

生活・福祉（20名）

　生涯健康社会の形成、保健医療の充実、地域福祉の推進

活　　　力（16名）

　自立都市の確立、都市間競争力の蓄積、地域経済の活性化

快　　　適（25名）

　道路整備、公園整備、下水道の敷設推進等

環　　　境（19名）

　自然環境の保全、環境衛生の向上、環境負荷の低減等

参画・協働（11名）

　情報の公開・共有化、広報・広聴、行政評価等

分権・改革（15名）

　行財政改革、税財政、高度情報化社会等

「
ま
ち
づ
く
り
」
を
進
め
て
い
く
に
あ

た
っ
て
は
、
市
民
の
参
加
と
協
力
の
も
と

に
計
画
的
な
行
政
運
営
を
行
う
こ
と
が
重

要
で
す
。
本
市
で
は
こ
う
し
た
行
政
運
営

を
支
え
る
計
画
を
、
左
の
図
に
示
し
た
と

お
り
、
基
本
構
想-
基
本
計
画-

実
施
計

画
の
三
層
構
造
の
形
で
策
定
し
て
い
ま
す
。

こ
の
う
ち
基
本
構
想
は
、
市
の
将
来
像

を
展
望
し
、
長
期
に
渡
る
市
政
運
営
の
根

幹
と
な
る
も
の
で
、
市
町
村
は
、
議
会
の

議
決
を
経
て
定
め
る
こ
と
と
地
方
自
治
法

に
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
基
本
計
画

は
、
基
本
構
想
を
実
現
す
る
た
め
の
基
本

的
施
策
を
体
系
的
に
ま
と
め
た
も
の
で
、

こ
の
基
本
計
画
を
実
施
す
る
た
め
の
具
体

的
事
業
内
容
を
示
し
た
も
の
が
実
施
計
画

で
す
。

市
で
は
平
成
10
年
度
に
基
本
構
想
・
基

本
計
画
と
し
て
「
新
八
王
子
21
プ
ラ
ン
」

を
策
定
し
ま
し
た
が
、
そ
の
後
、
地
方
分

権
の
推
進
、
本
格
的
少
子
高
齢
社
会
の
到

来
、
I
T
化
の
進
展
な
ど
、
市
を
取
り
巻

く
状
況
は
大
き
く
変
わ
っ
て
き
て
い
ま
す
。

そ
こ
で
、
市
民
の
皆
さ
ん
が
望
む
ま
ち
づ

く
り
を
も
う
一
度
考
え
る
た
め
に
、
新
た

な
基
本
構
想
・
基
本
計
画
の
策
定
を
行
う

こ
と
と
し
、
そ
の
素
案
づ
く
り
を
、
広
報

紙
上
等
で
委
員
を
募
り
1
0
0
名
を
超
え

る
応
募
委
員
の
皆
さ
ん
に
よ
る
「
八
王
子

ゆ
め
お
り
市
民
会
議
（
ゆ
め
お
り
会
議
）
」

に
お
願
い
し
た
と
こ
ろ
で
す
。

ゆ
め
お
り
会
議
で
は
昨
年
の
8
月
1
日

に
行
っ
た
発
足
式
後
、

市
の
所
管
部
に
よ

る
市
政
概
要
説
明
会
、

合
同
分
科
会
を
経
て
、

検
討
分
野
別
に
八

つ
の
分
科
会
に
分

か
れ
、
平
日
の
夜

間
や
土
曜
・
日
曜

に
集
ま
り
を
持
ち
、

活
発
な
議
論
が
交

さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
こ
で
は
、
3
月
2
日
に
ゆ
め
お
り
会
議

か
ら
市
長
に
提
出
さ
れ
た
中
間
報
告
書
の

概
要
を
３
〜
６
ペ
ー
ジ
に
、
今
後
の
人
口

推
計
や
財
政
状
況
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を

７
・
８
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。
さ

ら
に
多
く
の
皆
さ
ん
か
ら
の
ご
意
見
や
ご

提
案
を
、
新
た
な
基
本
構
想
・
基
本
計
画

に
反
映
さ
せ
て
い
こ
う
と
考
え
て
い
ま
す
。

ぜ
ひ
、
た
く
さ
ん
の
建
設
的
な
ご
意
見
・

ご
提
案
を
お
寄
せ
く
だ
さ
る
よ
う
お
待
ち

し
て
い
ま
す
。

計画の体系

市政運営の基本的指針であると同時に
市民の諸活動のよりどころとなるもの

基本構想を実現するために、市が実施
する基本的な施策を集大成したもの

基本計画に定めた施策を実施す
るための具体的内容を示すもの

基本構想

各年度の予算

基本計画

実施計画

　次のページから6ページにかけて、ゆめおり会議中間報告書の
概要をお示ししています。これについてのご意見やご提案、
ご感想を右のハガキでお送り下さい。
　なお、ゆめおり会議各分科会の検討範囲等は下記のとおりです。

基
本
構
想
・
基
本
計
画
と
は�

→

→



（生涯学習社会の形成）

◎市民の自主的、自発的な取り組みを

基本として、生涯学習社会の形成を

図ろう。

・生涯学習の振興に欠かせない情報や

空き教室などの場の提供や図書館を

充実しよう。

・市民と大学・企業等が連携し、八王

子コンソーシアム構想（注1）を進め「市

民大学」を開こう。

・スポーツ・レクリエーション活動の

推進と「総合型地域スポーツクラブ」

システムを構築し、生涯スポーツの

振興を図ろう。

（学校教育の充実）

◎生涯にわたり自主性・自律性に富む

子どもの育成をめざして、学校教育

を充実しよう。

・「学校評議員制度」を生かし、学校

運営に、より積極的に地域や父母の

意見を反映させよう。

・地域と協力し、人材や歴史などを生

　かした効果的な「総合的な学習」を

　進めよう。

・少人数学級など、学級編制の弾力化

を図り、一人一人にゆき届いた教育

を実現しよう。

・食に関する学習や環境学習など、新

しい学習課題に的確な対応を図ろう。

・図書室を整備し、様々な情報が活用

できる体制をつくろう。

（家庭教育の支援）

◎少子化・情報化の進展に伴う家庭教

育の変容をとらえ、子育てに必要な

的確なアドバイスを行い、地域子育

て支援ネットワークづくりを進めよう。

（青少年の健全育成）

◎薬物乱用防止策など、行政・地域・

家庭が一体となって実効あるシステ

ムを構築し、環境改善の実践等青少

年の健全育成に取り組もう。

（文化の向上）

◎歴史・文化・自然を誇る八王子の特

色を発信し、市民が共有する豊かな

生活文化を継承し、発展させよう。

・文化振興計画を策定し、子ども達に

対する地域文化学習に力を入れ、文

化の担い手を育む行動計画をたてたり、

他地域との文化交流を図るなど、市

民文化を育てよう。

・市のすぐれた歴史や建造物、伝承文

化・芸能などを市民や世界に広く発

信しよう。

コミュニティ活動の醸成、

　　　　　　　　　互助社会の展開

1.相互扶助組織の構築により、少子

高齢化社会で安心して暮らせるま

ちづくりを推進

　①顔と顔が見える関係から生まれ

　る信頼感で、お互いに助け合う

　風土を創ろう。

　②誰もが出来ることから参加し、

　皆で支え合って生きる喜びを分

　かち合える人間讃歌のまちを創

　ろう。

2.地域コミュニティ活動組織を再編

成して、身近な活動拠点を展開

　①学校単位の新たなコミュニティ

　活動拠点を皆で築こう。

　②地域特性の課題を皆で考え、創

　意工夫し、皆で参加して解決しよう。

　③子ども・青年・障害者・高齢者・

　男女・「誰もが集える交流広場」

　を創設しよう。

3.コミュニティ醸成のサポート体制

　の整備

　①市民参加条例の制定を図る。

　②市民センターは、自主管理運営

　で市民との協働体制を創ろう。

　③地域の豊富な人材資源の活用を

　図る。

　④コミュニティを支えるスペシャ

　リストの育成と総合支所体制へ

　の再構築を図る。

男女共同参画社会の確立、

　　　　　　ノーマライゼーション

1.男女がお互いに尊重しあい、社会

の対等なパートナーとして自立で

きるまちを創ろう

　①男女共同参画社会推進評価委員

　会の設置

　②あらゆる分野への女性の参画促進

　③PTA活動、地域活動への男性の

　積極的な参画促進を図る。

2.男女が共に責任を担い、いきいき

活動できるまちづくりを推進

　①仕事と家庭の両立しやすい環境

　　整備（子育て・介護等の支援）

　②多様な労働形態に対応した就労

　機会の拡充（在宅勤務・起業等

　の支援）

　③男女共同参画センターの開設（既

　存施設を活用し、管理運営は市

　民との協働）

3.児童虐待、配偶者暴力を防止する

ための、支援体制の確立

3

教育・学習分科会�

共生分科会�

※このページから6ページ
までは「ゆめおり会議」
各分科会の「中間報告」
の概要を、各分科会がま
とめたそのままの形で掲
載しています。

　なお、（注）があるものは
7ページに用語解説を載
せています。

（注2）



誰もが地域に安心していきいきと
暮らし続けられるように！

-ノーマライゼーション（注2）の実現をめざして-

●ひとりひとりを大切にすることか

ら始める

・人として権利が守られるようにそ

して男女、子ども、障害者、高齢者、

外国人、ホームレスなど、どんな

状況の人でも、いざというときの

安全と生活が守られること

●地域支援のネットワーク

・地域で支援のサービスを充実させ

助け合いのネットワークをつくる

（小学校区程度の広さで）

●ライフステージに応じた健康づくり

・かかりつけ医の推進。専門医療の

充実と保健・医療・福祉が連携し

たシステムづくりを

●必要なときに必要な情報を

・民間や公的サービスなどの情報が

必要なときにすぐに得られるよう

窓口の一本化を

・情報収集・評価・公開・提案がで

きる第三者機関などをつくろう

●お互いに信頼しあえる親子関係、

人間関係をつくれるように

・乳幼児期は人間成長の原点。人間

不信は、児童虐待、いじめ、不登校、

学級崩壊、家庭内暴力、人間関係

のひずみの根本的な原因であるこ

とを認識しよう

●子どもの視点に立った保育制度の

抜本的な見直しと遊び環境の充実

・家庭が成り立つ働き方ができるように

・家庭的保育の充実

・全ての保育園に親子で行ける子育

て広場を

・親が安心して子育てできる環境を

・親が親として育つための支援の充実

・子どもが自主的に遊べる場の充実を

●自立を支える仕組みづくり

・障害者や高齢者だけでなく、ひと

り親家庭、失業者、ホームレスの

身体的、精神的、社会的自立を支

える仕組みをつくろう

・なるべく多くの元気な高齢者が隣

人を支え、市民の生きがいづくり

に参加できるように

・まちと住まいとみんなが行くとこ

ろのバリアフリー（注3）化を進め、

誰でも同じように生活できるように

　・・・ユニバーサルデザイン（注4）の推進

●障害者理解と障害者福祉の推進の

ために

・障害者と健常者の日常的ふれあい

を通じて障害者（身体・知的・精

神）理解を深める

・障害者福祉施策で大切なことは

　①ともに暮らせる住宅施策

　②ともに働ける雇用施策

　③ともに学べる教育施策を具体化する

活力ある地域社会を形づくるには、

産業・経済を活性化するとともに、

市民生活を活性化することが重要で

あると考える。

若々しい産業力を育て上げる試み

に力を注ぎつつ、生活・福祉・文化

にまたがるコミュニティ・ビジネス（注5）

を振興し、多様な人的資源・豊かな

歴史文化的資産・恵まれた自然環境

を活用して、活き活きした生活を実

現する。

1.新たなる産業力の実現

　1.八王子の特徴を打ちだせる情報・

　文化・デザイン産業の育成（ア

　ニメヴァレー等）

　2.新規産業創出・育成のための支

　援組織の設立

　3.民間資金を活用した地域ファン

　ドの創設

　4.高尾山・陣馬周辺をかえで・　

くぬぎ林とし、紅葉の名所とする。

（豊かな森林への再開発）

　5.地盤の良い八王子に首都危機管

　理機能の誘致

　6.八王子の顔となる八王子駅周辺

　再開発を市民参加により推進

　7.ごみ資源化事業と関連産業を育

　成し、循環型都市を推進

2.活き活きとした生活の実現

　1.住宅と店舗が融合し、横丁文化

　を育むエリアづくり（横山町.八

　日町.八幡町）

　2.公園や湧き水等身近な自然につ

　いて地域住民による自主管理を

　促進

　3.自然環境保全に向けての遊休農

　地を活用し、自主栽培を促進

　4.生活・健康・文化産業の振興に

　よって、高齢者の生活を充実し

　たものにする。

　5.高齢者と児童を含めたコミュニ

　ティづくり（地域の寺子屋）

4

生活・福祉分科会�

活力分科会�



1..八王子の特徴を活かし、環境先端

　都市をめざそう。

①豊かな自然と16の河川源流域を

有する地理的条件の活用

②多くの大学・研究機関に恵まれ

た特性の利用

2..まちづくりに潤いをもたらす自然

　との共生をすすめよう。

①森林・里山・農地の保全

②子どもが遊べる清流の復活

③多様な野生生物の保全と共生

3..いままでのライフスタイルを変え

　よう（ごみをださない生活）

①ごみ袋の有料化（環境目的税）

②ペットボトルやスーパーの発泡

トレイへ環境負荷税の検討

③市民主体の修理工房設置

④不要品のリユース

⑤事業所の環境評価基準の制定→

公表

4..地球にやさしい生活に転換しよう。

①環境目的税により自転車専用道

路と歩行者専用散策路の整備

②アイドリングストップ条例の制

定

③太陽光・太陽熱・雨水利用など

に対する補助金の検討

5..すべての人を対象とした環境学習

　を充実させよう。

①学校における環境教育の充実

②環境体験学習の場の整備・充実

③環境講演会・報告会の定期実施

6..望ましい環境像の実現に向けて、市民・

　事業者・行政が力をあわせよう。

①市民による環境オンブズマン（注9）

制度の導入

②公園・里山・雑木林などの市民

参加による管理

③事業者と市が締結する環境管理

協定等に市民が参加できるシス

テムづくり

7..市民の手で環境行政を促進しよう。

①できるだけ多くの市民が参加し

て基本計画を策定しよう

②いろいろな立場の人が参加でき

るしくみづくり

③ガラス張りの環境行政

8..多くの歴史的文化に親しく楽しめ

　る環境を整えよう。

①観光客が楽しめるようにトイレ

や特産物の売店のある「道の駅」

の設置

②小・中学校に歴史・文化遺跡の

掲示板の設置

③大学や駅などに名所旧跡を表示

5

快適分科会�

環境分科会�

効率優先のまちづくりを見直し、人にも自然にも優しい「新しい共生」をテーマにしたユニバーサルデザイン

（注4）のまちづくりを目指し、「今あるものを有効に」「よりよいものを」をコンセプトとして市民の積極的な参

画とNPO（注6）、企業、行政等の協働で進めます。

●公共交通優先のまちづくり　　　・バス路線の一極集中の見直し　・駅前トランジットモール（注7）化

●交通渋滞のないまちづくり　　　・JR中央線の連続立体交差化　・大型トラック車両の市内通過を規制

●歩行者にやさしいまちづくり　　・幹線道路と生活道路の明確な区分　・歩行空間の確保とネットワーク化

●公共施設の再構築　　　　　　　・新規施設の一時凍結や見直し　・小中学校や低利用施設の統廃合

●安全で愛着のあるまちづくり　　・小学校の地域拠点化　・空き地の防災公園化

●エコミュージアム（注8）のまちづくり　・地域まるごと博物館構想

　　　　　　　　　　　　　　　　・産業遺産、自然遺産、文化遺産を活かした水と緑と文化のネットワークづくり

［1］「人」と「車」の共生

［2］「今ある施設」と「新たに必要なまち機能」との共生

［3］「まちの活性化」と「自然と景観保全」との共生



（市民参加と市民との協働の推進）

1.「自治基本条例」を市民主体で策

定し、市民主権を確立する。

2.審議会等委員の市民公募枠を広げ

選考の透明性を確保し、市民参画

による市政をめざす。

3.地域特性と市民ニーズに応ずるため、

各地域事務所の裁量権を検討し、

また市民・企業などとの協働委員

会を設置し提案の場をつくる。

4.サービスの質と量の向上のため、

公共サービスは市民との協働で行う。

5.NPO（注6）活動を中心とする市民活

動の支援のために、市の窓口を一

本化する。

6.多分野のNPO活動の強化推進を図る。

7.公設の市民運営による市民活動支

援センター及び市民活動支援ファ

ンドを創設する。

8.地域通貨（エコマネー（注10））の導

入を図る。

（情報公開）

1.開かれたまちづくりを進めるため

「市民の知る権利とプライバシー

保護」を充実し、オンブズパーソ

ン（注9）制度をつくる。

（大学との連携）

1.市民、大学、学生などとの協働と

大学と市民との情報交流を推進し、

市民のニーズを吸収した大学の持

つ高次の教育、研究機能の有効活

用を図る。（市民の生涯学習機会

の創出、地域産業の活性化、地域

医療の充実、知的財産の地域への

還元）

2.多摩全域を網羅する大学、行政、産

　業、市民との連携と市民参加の推

進を図る。

3.学園都市センター又は周辺に市内

の大学による市民を対象とする大

学院を誘致する。

（広報・広聴）

1.必要なときに必要な情報を提供す

るしくみづくりやIT化を進め、情

報を市民参加、協働に結びつける。

2.市広報の改善・統合化など各種の

手段を有機的、総合的に結びつけ、

相乗効果を図る。

（行政評価）

1.市民の視点に立った行政評価の導

入により、市民サービスの一層の

向上と市の行財政運営の効率化を

図り、市民への説明責任を果たせ

るようにする。

2.中立性、正当性を有するNPOなど

の外部評価機関を設立する。

Ⅰ.行財政改革並びに税財政改革

（1）危機的な財政状況を、市民と行

政とが共通の課題として認識

すると共にお互いに意識改革

をする。

（2）全ての分野で”ゼロベース”か

ら見直し、硬直した「しくみ」

の改善を図り、行政全体をス

リム化する。

（3）歳出全体にわたり、可能な限り

削減を進める。

（4）税収の完全確保、サービスの有

料化、産業の振興などにより

歳入の確保を図る。

（5）民間委託、NPO（注6）の活用、PFI

（注11）の導入など民間活力の活

用や市民との協働を図る。

Ⅱ.都市のあり方

（1）地方分権の理念である「地域の

責任でまちづくりを行う」を

基本とする。

（2）共通的な課題を持つ、近隣市町

　村との広域行政を推進する。

（3）中核市や政令指定都市など、効

率性や市民サービスの向上の観

点から、広く市民の声を踏まえ、

行政のあるべき姿を検討する。

（4）地方分権の推進に必要な財源及

び一層の権限移譲を求めていく。

Ⅲ.市民と市政、市議会の係わり

　（議会・選挙・及び監査機能）

（1）身近な議会活動を推進するため、

休日や夜間の会議の開催を取

り入れるなど、議会の透明性

を高める。

（2）市政参加の基本として選挙に対

する市民の意識の向上を図り、

参加しやすい仕組みづくりを

進め、自主的参加を促す。

（3）市民と職員とで構成する組織で、

監査機能・行政評価・事業評

価の手法を制度化する。

Ⅳ.行政を取り巻く社会環境

（1）市や議会などにIT技術を導入し、

行政の透明性・効率性・利便

性の向上を図る。

（2）学園都市のメリットを生かし、

学生や市民を中心とした国際

交流活動を支援する。

（3）在住外国人や留学生の実態を把

握し、情報提供や交流などを

市民と協働し進める。

（4）社会の活力を減退させる少子化

に対応し、子育てのシステム

や施設などを充実させ、子育

て日本一のまちづくりをを目

指す。

（5）地域活動や子育ての支援などの

中核を担う高齢者の社会参加

の機会を拡充する。併せて民

間の活動を取り入れて、要介

護者や高年齢者世帯に対する

支援やシステムづくりに取り

組む。
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参画・協働分科会�

分権・改革分科会�



（
注
１
）
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
構
想

　
　
大
学
教
育
に
対
す
る
社
会
の
期
待
や
、

多
様
化
す
る
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
た
め
、

大
学
、
地
域
社
会
、
産
業
界
と
の
連

携
や
大
学
相
互
の
結
び
つ
き
を
よ
り

一
層
深
め
て
い
く
と
い
う
構
想
。

（
注
２
）
ノ
ー
マ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン

　
　
高
齢
者
も
若
者
も
、
障
害
の
あ
る

人
も
な
い
人
も
、
す
べ
て
の
人
が
、

ノ
ー
マ
ル
（
日
常
的
）
な
生
活
を
送

る
こ
と
が
普
通
の
社
会
で
あ
る
と
い

う
考
え
方
。

（
注
３
）
バ
リ
ア
フ
リ
ー

　
　
障
害
の
あ
る
人
や
身
体
能
力
が
低
下

し
た
高
齢
者
が
日
常
生
活
を
送
る
に

あ
た
っ
て
障
害（
バ
リ
ア
）と
な
る
よ
う

な
構
造
・
設
備
の
解
消
を
は
か
る
こ
と
。

（
注
４
）
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

　
　
ま
ち
づ
く
り
や
商
品
の
デ
ザ
イ
ン

な
ど
に
関
し
、
障
害
の
あ
る
人
や
高

齢
者
な
ど
を
含
む
誰
も
が
利
用
し
や

す
い
デ
ザ
イ
ン
を
初
め
か
ら
取
り
入

れ
て
お
こ
う
と
す
る
考
え
方
。

（
注
5
）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ビ
ジ
ネ
ス

　
　
地
域
が
必
要
と
す
る
仕
事
を
、
営

利
目
的
だ
け
に
か
た
よ
ら
な
い
形
で
、

Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど
の
担
い
手
を
中
心
に
、

き
め
細
か
く
継
続
的
に
行
う
「
事
業

活
動
」
の
こ
と
。

（
注
６
）
N
P
O(N

on
P

rofit
O

rganization

　
　
　
　
　
　
　
民
間
非
営
利
団
体
）

　
一
定
の
目
的
の
た
め
に
営
利
を
目
的

と
せ
ず
活
動
す
る
民
間
団
体
。
こ
の

場
合
の
「
非
営
利
」
は
無
償
活
動
を

さ
す
も
の
で
は
な
く
、
利
益
を
構
成

員
が
分
配
し
な
い
こ
と
。

（
注
７
）
ト
ラ
ン
ジ
ッ
ト
モ
ー
ル

　
　
特
定
の
地
域
へ
の
公
共
交
通
機
関

車
両
以
外
の
車
両
の
乗
り
入
れ
制
限

な
ど
の
こ
と
。

（
注
８
）
エ
コ
ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム

　
　
物
を
収
集
し
、
保
管
・
展
示
す
る

従
来
の
博
物
館
と
異
な
り
、
そ
の
地

域
の
自
然
や
生
活
を
含
む
環
境
全
体

を
現
地
に
保
存
し
、
そ
れ
ら
の
展
示

を
通
し
て
地
域
の
発
展
を
目
指
す
も
の
。

（
注
９
）
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン（
オ
ン
ブ
ズ
パ
ー
ソ
ン
）

　
　
国
民
や
市
民
に
代
わ
っ
て
行
政
の

適
正
な
運
用
を
監
視
す
る
専
門
員
。

（
注
10
）
エ
コ
マ
ネ
ー

　
　
高
齢
者
の
お
世
話
や
介
護
、
環
境

美
化
な
ど
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
を

点
数
な
ど
に
置
き
換
え
、
地
域
限
定

の
通
貨
と
し
て
サ
ー
ビ
ス
と
の
交
換

を
可
能
に
し
、
流
通
さ
せ
る
こ
と
。

（
注
11
）
P
F
I(Private

Finance
Initiative

　
　
　
　
　
　
　
　
　
民
間
資
金
主
導
）

　
　
従
来
公
共
部
門
が
実
施
し
て
い
た

社
会
資
本
整
備
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
運

営
を
、
民
間
事
業
者
の
資
金
と
経
営

手
法
に
よ
り
実
施
す
る
こ
と
。
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用
語
解
説

総 人 口 の 推 移 �

これまでの予測

今回の予測

500,000

520,000

540,000

560,000

580,000

600,000

620,000

640,000

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 (年）

（人） 632,700

595,600

604,500

548,500

556,300

今
後
の
市
政
運
営
を
考
え
る
と
き
に
は
、

人
口
の
動
向
を
踏
ま
え
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

こ
れ
は
、
総
人
口
や
高
齢
者
の
人
口
が
ど
う

な
る
の
か
な
ど
に
よ
っ
て
、
市
の
あ
り
方
や

施
策
の
方
向
も
違
っ
て
く
る
か
ら
で
す
。
そ

こ
で
今
回
の
基
本
構
想
・
基
本
計
画
策
定
に

あ
た
り
、
市
役
所
内
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー

ム
を
つ
く
り
、
人
口
の
推
計
を
行
い
ま
し
た
。

そ
の
結
果
を
み
る
と
、
本
市
の
総
人
口
は

今
後
も
緩
や
か
に
増
え
て
い
く
こ
と
が
分
か

り
ま
す
。
ま
た
、
年
齢
３
区
分
の
構
成
比
率

の
グ
ラ
フ
か
ら
は
、
少
子
・
高
齢
化
が
進
む

こ
と
が
見
て
と
れ
ま
す
。

年少人口 生産年齢人口 老年人口

年齢3区分人口構成比率の推移�

平成15年

13.75%

71.25%

15.02%

平成30年

62.74%

25.05%
12.22%

今回の推計はあくまで統計学的作業を行い算出したもので、第一次人口推計ともいうべきものです。したがって、
政策的な人口増減要素を反映していないため、基本構想・基本計画の最終数値ではありません。

人
口
推
計�

人
口
推
計�



本
号
は
基
本
構
想
・
基
本
計
画
の
策
定
に
向
け
、

特
集
号
と
し
て
編
集
し
ま
し
た
。
皆
さ
ん
か
ら
お

寄
せ
い
た
だ
く
ご
意
見
・
ご
提
案
に
つ
い
て
は
、

ゆ
め
お
り
会
議
に
も
お
伝
え
し
、
今
後
の
さ
ら
な

る
議
論
の
参
考
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
ま
た
、

最
終
的
な
基
本
構
想
は
本
年
第
４
回
の
市
議
会
定

例
会
に
議
案
を
上
程
す
る
予
定
で
す
。

地
方
分
権
化
や
少
子
・
高
齢
化
が
ま
す
ま
す
進

む
中
で
、
こ
れ
か
ら
の
市
政
運
営
に
は
、
い
ま
ま

で
以
上
に
市
民
と
行
政
、
ま
た
市
民
の
方
同
士
が

協
力
し
て
い
く
、
「
協
働
」
と
い
う
考
え
方
が
必

要
に
な
っ
て
き
ま
す
。
今
回
、
基
本
構
想
・
基
本

計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て
、
市
民
会
議
に
よ
る
素

案
づ
く
り
を
お
願
い
し
た
の
も
、
こ
の
「
協
働
」

を
大
切
に
し
て
い
こ
う
と
す
る
考
え
か
ら
で
す
。

市
で
は
、
こ
れ
か
ら
も
さ
ま
ざ
ま
な
場
面
に
お

い
て
、
市
民
の
皆
さ
ん
と
手
を
た
ず
さ
え
て
、
市

民
の
皆
さ
ん
が
望
む
、
八
王
子
の
ま
ち
づ
く
り
を

進
め
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

8

ゆ
め
お
り
会
議
の
開
催
日
程
な
ど
は
市
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
で
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。
会
議
は
原
則

と
し
て
公
開
で
す
の
で
、
関
心
の
あ
る
方
は
ぜ
ひ

傍
聴
に
い
ら
し
て
く
だ
さ
い
。

●
基
本
構
想
・
基
本
計
画
、
ゆ
め
お
り
会
議
に
つ
い

て
の
問
い
合
わ
せ
は

　
企
画
政
策
室
（
☎
２
０
｜

7
2
0
0
）
へ

　
F
A
X
番
号
　
2
7-

5
9
3
9

●
E
メ
ー
ル
で
の
お
問
い
合
わ
せ
は

　k
ik

a
k

u
@

c
ity

.h
a

c
h

io
ji.to

k
y

o
.jp

今
後
の
財
政
状
況
を
見
通
す
た
め
、
人
口
推
計
と
同
様
、
市

役
所
内
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
に
よ
り
、
財
政
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ

ョ
ン
を
行
っ
て
み
ま
し
た
。
現
行
の
基
本
構
想
・
基
本
計
画
で

あ
る
「
新
八
王
子
21
プ
ラ
ン
」
等
に
基
づ
き
、
明
ら
か
に
変
更

が
あ
っ
た
も
の
は
考
慮
し
な
が
ら
、
基
本
的
に
各
種
計
画
が
継

続
実
施
さ
れ
た
場
合
、
財
政
状
況
が
ど
う
な
る
か
を
算
出
し
た

も
の
で
す
。
そ
の
結
果
、
「
新
八
王
子
21
プ
ラ
ン
」
に
比
べ
歳

出
総
額
に
つ
い
て
は
、
一
部
事
業
の
凍
結
等
に
よ
る
投
資
的
経

費
の
縮
減
な
ど
に
よ
り
10
％
強
縮
小
し
、
一
方
歳
入
で
は
、
長

引
く
景
気
低
迷
の
影
響
等
に
よ
り
市
税
が
30
％
弱
減
少
す
る
な

ど
総
額
で
20
％
の
縮
小
と
な
り
ま
し
た
。
そ
し
て
、
単
年
度
平

均
の
歳
入
不
足
は
お
よ
そ
予
算
総
額
の
１
割
に
あ
た
る
１
４
０

億
円
に
も
の
ぼ
り
ま
す
。
こ
れ
は
現
行
の
「
新
八
王
子
21
プ
ラ

ン
」
の
実
現
は
大
変
難
し
い
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。
市
民
の

皆
さ
ん
の
意
見
を
取
り
入
れ
た
新
た
な
基
本
構
想
・
基
本
計
画

を
策
定
す
る
必
要
が
あ
ら
た
め
て
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

年度別歳入歳出の比較�

平成 1 5 ～ 2 4 年 度  総 額 �

1,400

1,450

50

△50

△100

△150

△200

△250

1,601,011百万円

1,744,329百万円

0

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

1,750

1,800

1,850

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 (年度）

（
億
円
）

（
歳
入
歳
出
の
差
額
）

不足額

歳入

歳出

国庫支出金 都支出金 市債 その他市税

821,212

331,704 432,610 189,653 181,673

137,046 17,768

242,201 211,675

240,455 178,800

77,629

282,914821,212

331,704 432,610 189,653 181,673

137,046 17,768

242,201 211,675

240,455 178,800

77,629

282,914

人件費 扶助費 公債費 物件費
補助費等 維持補修費

投資的経費

(百万円）

(百万円）

歳入

歳出

その他

財
政
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

財
政
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン�
財
政
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン�

（
今
の
ま
ま
で
進
め
る
と
）�


